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 しかし 1997年に米国財務会計審議会（FASB）は、従来の基準である SFAS第 14号「企業のセグメ
ント別財務報告」を改訂する SFAS第 131号「企業のセグメント別情報ならびに関連情報の開示」を
公表した。さらに、同年 8 月に国際会計基準委員会（IASC）は、IAS 第 14 号「セグメント別財務情
報の報告」を抜本的に見直した IAS第 14号（改訂）「セグメント別報告」を公表し、さらに IASCを
引き継いだ IASBは、2006年に IFRS第 8号「「オペレーティング・セグメント」を公表し、SFAS第
131号とのコンバージェンスを達成した。そのため、我が国のセグメント会計基準と米国および IASB
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 しかし 1997 年に米国財務会計審議会（FASB）は、従来の基準である財務会計基準書第 14
号「企業のセグメント別財務報告」（SFAS 14号）１）を改訂する財務会計基準書第 131号「企業
のセグメント別情報ならびに関連情報の開示」（SFAS 第 131 号）２）を公表した。さらに、同年
8月に国際会計基準委員会（IASC）は、国際会計基準第 14号「セグメント別財務情報の報告」
（IAS第 14号）３）を抜本的に見直した IAS第 14号（改訂）「セグメント別報告」４）を公表し、
さらに IASCを引き継いだ国際会計基準審議会（IASB）は、2006年に国際財務報告基準第 8号
「オペレーティング・セグメント」（IFRS第 8号）５）を公表し、SFAS第 131号とのコンバージ














年 11月から 1986年 3月まで研究会が開催され、1986年 10月に企業会計審議会第一部会小委
員会が『証券取引法に基づくディスクロージャー制度における財務情報の充実について（中間




                                                          
１）FASB, SFAS No.14、Financial Reporting for segment of a Business Enterprise, 1976. 
２）FASB, SFAS No.131、Disclosure about Segment of an Enterprise and Related Information, 1997. 
３）IASC, ISC No.14、Reporting Financial Information by Segment, 1994. 
４）IASC, IAS No.14、Segment Reporting, 1997. 
５）IASB, IFRS No.8、Operating Segment, 2006. 
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６）兼田 克幸、「企業内容開示制度の見直しについて─ディスクロージャー制度研究会の審議経緯と内容─」、 
『旬刊経理情報』1996年 8月 1日号（No.458）、15頁。 
７）兼田 克幸、「セグメント情報に関するアンケート調査結果の概要について〈上〉」、『旬刊経理情報』1987
年 12月 20日号（No.506）、4頁。 
８）日本経済新聞社、1987年 3月 13日号、朝刊 1頁。 
９）財団法人通商産業調査会、『日米構造問題協議最終報告─日米新時代のシナリオ─』1990年、はじめに、 
114-115頁。 
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計基準書131号「企業のセグメントおよび関連情報に関する開示」（SFAS第131号）を公表した。















④投資不動産、⑤新株発行費とともに第 1フーェズの 6項目として取り上げられた。10） 






項目が定められたが 11）、このうち①棚卸資産の評価については、2006 年 7 月に企業会計基準




成に向けて検討が進められている。残る 1 項目である投資不動産については、FASB との共同
プロジェクトの中で解決を見たいという IASB との会計基準のコンバージェンス側の意向に従
い当面棚上げとされた。 
 以上のようにセグメント情報の開示は、第 1フェーズの検討項目（2006年 3月より「短期プ
ロジェクト」）として取り上げられ早急にコンバージェンス達成が期待される項目の一つである。
                                                          
10）西川 郁生「国際会計基準における『セグメント別財務情報の報告』の改訂」『企業会計』第 48巻第 4
号、1996年 4月、50-55頁。 
11）新井 武広「会計基準のコンバージェンスへの取り組み（第 2回）─IASBとの第 3回会合について」、 
『JICPAジャーナル』2006年 6月号（No.611）、79-82頁。 
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ASBJは、2006年 12月にセグメント情報開示専門委員会を設置し、2007年 9月に公開草案の公
表し、2007年度中に会計基準および定期用指針の公表を目指している。 




SFAS第 14 号と改訂 IAS第 14号は報告対象セグメントの識別方法および報告様式に少なから
ず差違が存在していた。IASBは 2006年 1月に公開草案第 8号「オペレーティング・セグメン
ト」を公表した後、2006年 11月に IFRS第 8号「オペレーティング・セグメント」を公表した。


















 セグメンテーションには、主として①産業セグメント・アプローチ（Industry Segment Approach）、
②マネジメント・アプローチ（Management Approach）、③リスク・収益性アプローチ（Risks and 
Returns Approach）がある。①の産業セグメント・アプローチは、SFAS 第 14 号が最初に導入
し、その後、旧 IAS 第 14 号および我が国において採用されたアプローチであり、②のマネジ
メント・アプローチは、SFAS第 131号、IFRS第 8号で採用されており、国際的なセグメント
会計基準となっている。③は、旧 IAS第 14号を改訂する際に IASC起草委員会が原則書案 12）
において提案したアプローチであるが、最終的な改訂 IAS 第 14 号では部分的にしか採用され
なかったアプローチである。 
                                                          
12）IASC Draft Segment of Principles for comment-Reporting Financial Information by Segment，1994. 
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２－２．産業セグメント・アプローチ ─ SFAS第 14号─ 

















 旧 IAS第 14号には全体的重要性の判定基準は規定されておらず 経営者の判断に多くの部分
を委ねた概略的で自由度の高い基準となっているのに対し、我が国の基準は、一部独自の規定
が盛り込まれているがほぼ SFAS第 14号の基本的アプローチを踏襲している。 
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〔Ｂ〕        ↓ 
 ┌──────────────────────────┐    YES 
 │各セグメントの売上高 ≧ 全セグメントの売上高の合計10├────────┐ 
 │（売上高は内部売上高または振替高を含む）（par.15,16）│        │ 
 └─────────┬────────────────┘        │ 
〔Ｃ〕        ↓ NO                        │ 
 ┌──────────────────────────┐        │ 
 │次の ⒜ と ⒝ の絶対値の大きい方を選択（par.15,16） │        │ 
 │ ⒜ 営業利益の生じているセグメントの営業利益の合計額│        │ 
 │ ⒝ 営業損失の生じているセグメントの営業損失の合計額│        │ 
 └─────────┬────────────────┘        │ 
〔Ｄ〕        ↓                         │ 
 ┌──────────────────────────┐    YES   │ 
 │各セグメントの営業損益の絶対値 ≧ 上の選択金額の10％├───────→│ 
 └─────────┬────────────────┘        │ 
〔Ｅ〕        ↓ NO                        │ 
 ┌─────────────────────────────┐ YES   │ 
 │各セグメントの資産額 ≧ 全セグメントの資産額の合計額の10％├────→│ 
 └─────────┬───────────────────┘     │ 
           ↓ NO                        ↓ 
      ┌──────────┐                ┌─────┐ 
      │  開示対象外   │                │ 開示対象 │ 
      │「その他」として一括│                └──┬──┘ 
      └──────────┘                   │←┐ 
           ┌─────────────────────────┘ │ 
〔Ｆ〕        ↓                           │ 
 ┌─────────────────────────────┐ YES┌────┴┐ 
 │開示対象セグメントの     ∠全セグメントの外部(par.17)│─→│開示対象 │ 
 │外部顧客に対する売上高合計   顧客に対する売上高の75％ │  │セグメント│ 
 └─────────┬───────────────────┘  │を追加する│ 
  〔Ｇ〕      ↓ NO                     └─────┘ 
   ┌───────────────┐    YES     ┌─────────┐ 
   │ 開示対象セグメントの数＞10 │─────────→│開示するセグメント│ 
   │        (par.19)   │          │の数を10以内にまと│ 
   └───────┬───────┘          │めなおす(par.19) │ 
〔Ｈ〕        ↓ NO                 └──────┬──┘ 
 ┌──────────────────────────────┐    │ 
 │以下の条件の全てに該当する         (par.20)    │    │ 
 │・一つのセグメントの売上高＞全セグメントの売上高合計90％  │    │ 
 │・上のセグメントの営業損益の絶対値＞上記〔Ｃ〕の90％    │    │ 
 │・上のセグメントの資産額＞全セグメントの資産額の合計額の90％│    │ 
 │・上のセグメント以外に「開示の対象」となるセグメントがない │    │ 
 └───────┬────────────────────┬─┘    │ 
         ↓ YES                  ↓ NO     ↓ 
 ┌──────────────┐       ┌───────────────┐ 
 │産業別セグメントを開示しない│       │開示対象セグメントと「その他」│ 
 │ことができる（その旨、属する│       │に一括されたセグメントの情報を│ 
 │産業別セグメントを開示）  │       │開示             │ 




  出所） 米山 祐司『アメリカ会計基準論』同文館、2001年、168頁を一部修正   
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２－３．マネジメント・アプローチ ─ FAS第 131 号ー 









 このような批判を受けて FASBは、1997年 6月に SFAS 第 131号を公表した。SFAS 第 131
号では、セグメンテーションのアプローチとして従来の産業セグメント・アプローチに代わり



















と過度に詳細になる可能性がある。そのため SFAS 第 131号では、作成者側の負担と利用者側
の有用性を考慮して開示対象のオペレーティング・セグメントを決定するための統合基準と重
要性基準を設けている。(a)製品・サービスの性質、(b)生産工程の性質、(c)製品・サービスの顧
                                                          
13）AIMR, Financial Reportingf in the 1990s and Beyond、1993、pp.59-60. 
14）AICPA, Special Committee on Financial Reporting, Improving Business Reporting ─A Customer Focus、1994、 
pp.68-76, 90-91. 
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    図2-2     SFAS 第131号における開示対象セグメントの決定 
 
           〔Ａ〕 
           ┌───────────────┐ 
           │経営管理報告システムに基づいた│ 
           │オペレーティング・セグメントの│ 
           │識別     （par.10-15）  │ 
           └───────┬───────┘ 
           〔Ｂ〕     ↓         YES 
           ┌───────────────┐ ┌────────┐ 
           │ 統合基準を満たすセグメントが ├→│セグメントを統合│ 
           │ あるか      （par.17） │ │することが可能 │ 
           └───────────────┘ └───┬────┘ 
           〔Ｃ〕     ↓ NO            │ 
      YES    ┌───────────────┐     │ 
  ┌────────┤セグメントは重要性基準を満たし│←────┘ 
  │        │ているか      （par.18） │ 
  │        └───────┬───────┘ 
  │                └──────┐ 
  │                       ↓ NO    〔Ｄ〕 
  │    ┌────────┐  ┌──────────────┐ 
  │←───┤セグメントを統合│←─┤統合基準を満たすセグメントが│ 
  │    │することが可能 │ YES│あるか      （par.19）│ 
  │    └────────┘  └──────┬───────┘ 
  │        〔Ｅ〕           NO ↓ 
  │        ┌───────────────┐ YES 
  │        │ 開示対象セグメントの収益は ├────┐ 
  │        │ 連結収益の75％以上か(par.20)│    │ 
  │        └───────┬───────┘    │ 
  │        〔Ｆ〕     ↓ NO     ↓     │ 
  │        ┌───────────────┐    │ 
  │        │ 全セグメントの外部収益が連結│    │ 
  │←───────┤ 収益の75％未満の場合は、開示│    │ 
  │        │ セグメントを追加する(par.20)│    │ 
  │        └───────┬───────┘    │ 
  ↓                ↓      ↓     │ 
┌─────────┐ ┌──────────────┐    │ 
│開示対象セグメント│ │残ったセグメントは「その他」│←───┘ 
└─────────┘ │に統合する     (par.21)│ 




  出所） SFAS 第131号、par.127を一部修正 
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２－４．リスク・収益性アプローチ ─ 改訂 IAS第 14号─ 
 IAS第 14号は、経営者の判断に多くを委ねる概略的基準であったために、IASCでは 1992年
に改訂することを決定し、1994年に、原則書案を公表した。この案では、リスクと収益性の類
似性に基づきセグメンテーションを行うリスク・収益性アプローチを採用し、ビジネス・セグ
メント（business segment）情報の開示を求めていた。しかし IASC は、FASB と AcSB が共同
で検討を進めていたセグメント会計基準との調整を図るために、両委員会との意見公開を経た
後、1995 年 5 月に公開草案を公表 15）した。この草案では、リスク・収益性アプローチを残し
ながらも企業の内部組織と内部報告システムに基づく FASB・AcSBのマネジメント・アプロー
チを一部取り入れる変更が加えられた。この公開草案は、1997年 1月の理事会で基準化を承認
していたが、SFAS 第 131 号が 6 月に公表されるのを待ち、両基準間の差違を縮小させるべく









 改訂 IAS第 14号では、報告セグメントを、旧 IAS第 14号と同様に異なるリスクと収益性を
有する企業内の構成単位とし、事業別セグメントと地別セグメントを開示セグメントとしてい






 開示対象セグメントの決定にあたり、改訂 IAS第 14号でも SFAS第 131号と同様の統合基準





 また改訂 IAS 第 14 号では、地域別セグメントの情報開示も求めているが、このセグメント
                                                          
15）IASC, Exposure Draft E51-Reporting Financial Information by Segment、1995. 西川 郁生「国際会計基準
における『セグメント別財務情報の報告』の改訂」『企業会計』第 48巻第 4号、1996年 4月、50-55頁。 
16）FASB and AcSB of CICA、Tentative Conclusions on Financial Reporting fo Segment、1995、par.17,18. 
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の定義は旧 IAS 第 14 号の地域別セグメントと基本的には同じであり、セグメンテーションの









 以上のように改訂 IAS第 14号では、マネジメント・アプローチの手法を取り入れているが、
SFAS第 131号とは重要な部分で異なっている。SFAS第 131号が事業別セグメントや地別セグ
メントに係わりなく、内部組織構造や内部報告システムに基づきオペレーティング・セグメン





３－１．国際財務報告基準第 8号（IFRS第 8号） 














 セグメント会計基準も短期共同プロジェクトとして選定され、IASBが SFAS第 131号で採用
されているマネジメント・アプローチを採用するために、IAS第 14号が改訂され、2006年 1 
                                                          
17）山田 辰巳「2006年 2月に公表されたMOUについて」『季刊 会計基準』第 13号、2006年 6月、66-67頁。 
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月に公開草案第 8号「オペレーティング・セグメント」が公表され、同年 11月に IFRS第 8号
「オペレーティング・セグメント」が公表された。IFRS第 8号は、短期コンバージェンスを図





なければならない」（IFRS 第 8 号、par.1）という基本原則に基づきオペレーティング・セグメ
ンを決定する。 
 また SFAS第 131号の長期性資産（long-lived assets）（par.28, 38）は、IFRS第 8号において









３－２．企業会計基準公開草案第 21 号「セグメント情報等の開示に関する会計基準（案）」 








実効性のある事業区分の方法を検討すべきである、との提言もなされた（草案第 21号 40項）。 
 また、IASB との会計基準の国際的コンバージェンスに向けた共同プロジェクトの中でも、


















損または処分の会計処理」（SFAS 第 144 号）では注記事項として開示することを求めている
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